
特集

22

20年のあゆみ
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※2014年２月以降は、
　融資率が９割以下の金利
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（10月）
・「証券化支援事業（買取型）
による住宅ローン」の取扱開
始

(４月）
・共同住宅の床面積下限を50
㎡→30㎡に引下げ
・敷地面積の下限100㎡を廃
止
・連続建て・重ね建ての住宅
も融資対象に

（10月）
・「証券化支援事業（保証型）
による住宅ローン」の取扱開
始
・中古住宅が融資対象に
（１月）
・買取型ローンの名称が「フ
ラット３５」に

（４月）
・融資額の上限を「5,000万円」
から「8,000万円」に引上げ
・融資期間の下限を「20年以
上」から「15年以上」に引下げ
・親族居住用住宅が融資対象
に
・床面積の上限280㎡を廃止
（６月）
「優良住宅取得支援制度」創設
（買取型）（平成17年６月１日
～８月31日）
・「省エネルギー性」「耐震性」
「バリアフリー性」のうち１つ
以上の性能が優れた住宅に
ついて、当初５年間0.3％金
利引下げ

（１月）
・セカンドハウスが融資対象
に

（６月）
［Ｓ］※平成18年６月１日～ 10
月31日
・当初５年間0.3％金利引下げ
・「優良住宅取得支援制度」が
「フラット３５Ｓ」という愛称
に

（９月）
・定期借地権の保証金及び敷
金への融資開始

（4月）
・「独立行政法人住宅金融支
援機構」設立（住宅金融公庫
廃止）
・物件価格の「８割」から「９
割」に融資率を引上げ（買取
型）

［Ｓ］平成19年度第１回（平成
19年４月23日～７月31日）
・当初５年間0.3％金利引下げ
・保証型も「フラット３５Ｓ」
の対象に
・基準に「耐久性・可変性」を
追加

（6月）
・保留地が融資対象に
（10月）
・返済期間（20年以下と21年
以上）に応じた融資金利設定

［Ｓ］平成19年度第２回（平成
19年10月１日～ 12月28日）

・当初５年間0.3％金利引下げ

（７月）
・改正建築基準法施行（シックハ
ウス関連他）

（２月）
・温室効果ガス削減のための京
都議定書が発効

（４月）
・個人情報保護法施行
（６月）
・景観法全面施行
（１月）
・改正耐震改修促進法施行

（６月）
・住生活基本法施行
・住宅用火災報知器設置義務化
（12月）
・バリアフリー新法施行

（６月）
・改正建築基準法施行（建築確認・
検査厳格化等）
・自民党「200年住宅ビジョン」
（７月）
・住宅セーフティネット法施行

2008年度
（平成20年度）

2009年度
（平成21年度）

2010年度
（平成22年度）

2011年度
（平成23年度）

2012年度
（平成24年度）

2013年度
（平成25年度）

（４月）
［Ｓ］平成20年度第１回
（平成20年４月14日～７月
31日）
・当初５年間0.3％金利引
下げ
・４タイプのうち１つ以上
を満たすこと→２つ以上
を満たすこと、に変更

（９月）
［Ｓ］平成20年度第２回
（平成20年９月１日～平
成21年３月31日）
・当初５年間0.3％金利引
下げ

（10月）
［Ｓ］経済対策により４タ
イプのうち２つ以上の基
準を満たすこと→１つ以
上、に変更
（１月）
［Ｓ］中古住宅特有の基準
を追加

（４月）
［Ｓ］平成21年４月１日～
平成22年３月31日（この年
度以後「フラット３５Ｓ」は
通年受付に）
・当初10年間0.3％金利引
下げ（平成21年５月１日以
後の資金実行分から適用）
・「機構住みかえ支援ロー
ン」を創設（買取型）

（６月）
・「フラット５０」の取扱開
始（買取型）
・「借換」も「フラット３５
（買取型）」の対象に追加
・経済対策により制度拡充
し、物件価格の10割まで
融資率拡大（買取型）

［Ｓ］「フラット３５Ｓ」に
20年金利引下げタイプを
創設（現在は終了）
（２月）
［Ｓ］「明日の安心と成長の
ための緊急経済対策」によ
り、金利引下げ幅を当初10
年間0.3％→1.0％に拡大
・平成22年２月15日以後
の資金実行分～平成22
年12月30日申込分まで

（９月）
［Ｓ］「新成長戦略実現に
向けた３段構えの経済対
策」により、当初10年 間
1.0％の適用期限を１年延
長

（９月）
・「家賃返済特約付きフ
ラット３５」の取扱開始
（買取型）
［Ｓ］想定を上回る申込に
より、当初10年間1.0％金利
引下げについて、予定より
も３か月前倒し、平成23年
９月30日をもって受付終了
（12月）
［Ｓ］平成23年度第３次補
正予算に基づき、「フラット
３５Ｓエコ」による金利引
下げ幅拡大（平成23年12
月１日以後の資金実行分
～平成24年10月31日申込
分まで）
・省エネルギー性が優れ
た住宅を取得する場合、
当初５年間の金利引下
げ幅を0.3％から1.0％（被
災地以外は0.7％）に拡大
・金利引下げプランの名
称を「フラット３５Ｓエコ
（金利Ａプラン・金利Ｂ
プラン）」と「フラット３５
Ｓベーシック（金利Ａプ
ラン・金利Ｂプラン）」に
変更

（４月）
［Ｓ］「フラット３５」、「フ
ラット３５Ｓベーシック」
の融資率を物件価格の
「10割」から「９割」に引下
げ（買取型）
・金利引下げ期間を「20
年・10年」→「10年・５年」
に短縮

（７月）
・「フラット３５リフォーム
パック」の取扱開始

（10月）
［Ｓ］当初予定どおり、10月
末をもって「フラット35Ｓ
エコ」の受付を終了
・物件価格の「10割」から
「９割」に融資率を引下
げ（買取型）
・金利引下げ期間を「20
年・10年」→「10年・５年」
に短縮

（12月）
［Ｓ］「フラット３５Ｓ（金利
Ａプラン）」の対象に「認定
低炭素住宅」を追加
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（４月）
［Ｓ］平成25年４月１日～
平成26年３月31日
・当初10年間0.3％金利引
下げ→フラット３５Ｓ　
（金利Ａプラン）
・当初５年間0.3％引下げ
→フラット３５Ｓ　（金
利Ｂプラン）

（10月）
・「フラット３５」誕生から
10年

（２月）
・融資率を物件価格の「９
割」から「10割」に引上げ
併せて融資率（９割以
下、９割超）に応じた融
資金利設定（買取型）

（11月）
・改正建築士法施行（建築士
の資質・能力の向上等）

（４月）
・改正省エネルギー法施行 
（６月）
・長期優良住宅普及促進法施行
（10月）
・住宅瑕疵担保履行法施行
（12月）
・住宅エコポイント制度導入

（４月）
・改正省エネルギー法完全
施行

（11月）
・復興支援・住宅エコポイン
ト導入

（12月）
・都市の低炭素化の促進に
関する法律施行

（11月）
・改正耐震改修促進法施行
（参考）
・改正消費税法施行（平成26
年４月１日）
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フラット３５
（買取型）
金利（最高）

フラット３５
（買取型）
金利（最低）

フラット35買取申請＋付保申請戸数（月別：左軸）

新設住宅着工戸数（年度計：右軸）

新設住宅着工戸数（月別：左軸）
2005年11月耐震偽装問題

2011年３月東日本大震災

2008年９月
リーマンショック

2009年度新設住宅着工
戸数100万戸を割る

フラット35買取申請＋付保申請戸数（累計：右軸）

フラット35買取申請＋付保申請戸数（年度計：戸）

長期金利

※［Ｓ］＝「フラット３５Ｓ」
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※2007年10月以降は、返済期間が
　21年以上35年以下の金利
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未来につなぐ住宅ストック
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※2014年２月以降は、
　融資率が９割以下の金利
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（10月）
・「証券化支援事業（買取型）
による住宅ローン」の取扱開
始

(４月）
・共同住宅の床面積下限を50
㎡→30㎡に引下げ
・敷地面積の下限100㎡を廃
止
・連続建て・重ね建ての住宅
も融資対象に

（10月）
・「証券化支援事業（保証型）
による住宅ローン」の取扱開
始
・中古住宅が融資対象に
（１月）
・買取型ローンの名称が「フ
ラット３５」に

（４月）
・融資額の上限を「5,000万円」
から「8,000万円」に引上げ
・融資期間の下限を「20年以
上」から「15年以上」に引下げ
・親族居住用住宅が融資対象
に
・床面積の上限280㎡を廃止
（６月）
「優良住宅取得支援制度」創設
（買取型）（平成17年６月１日
～８月31日）
・「省エネルギー性」「耐震性」
「バリアフリー性」のうち１つ
以上の性能が優れた住宅に
ついて、当初５年間0.3％金
利引下げ

（１月）
・セカンドハウスが融資対象
に

（６月）
［Ｓ］※平成18年６月１日～ 10
月31日
・当初５年間0.3％金利引下げ
・「優良住宅取得支援制度」が
「フラット３５Ｓ」という愛称
に

（９月）
・定期借地権の保証金及び敷
金への融資開始

（4月）
・「独立行政法人住宅金融支
援機構」設立（住宅金融公庫
廃止）
・物件価格の「８割」から「９
割」に融資率を引上げ（買取
型）

［Ｓ］平成19年度第１回（平成
19年４月23日～７月31日）
・当初５年間0.3％金利引下げ
・保証型も「フラット３５Ｓ」
の対象に
・基準に「耐久性・可変性」を
追加

（6月）
・保留地が融資対象に
（10月）
・返済期間（20年以下と21年
以上）に応じた融資金利設定

［Ｓ］平成19年度第２回（平成
19年10月１日～ 12月28日）

・当初５年間0.3％金利引下げ

（７月）
・改正建築基準法施行（シックハ
ウス関連他）

（２月）
・温室効果ガス削減のための京
都議定書が発効

（４月）
・個人情報保護法施行
（６月）
・景観法全面施行
（１月）
・改正耐震改修促進法施行

（６月）
・住生活基本法施行
・住宅用火災報知器設置義務化
（12月）
・バリアフリー新法施行

（６月）
・改正建築基準法施行（建築確認・
検査厳格化等）
・自民党「200年住宅ビジョン」
（７月）
・住宅セーフティネット法施行
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（４月）
［Ｓ］平成20年度第１回
（平成20年４月14日～７月
31日）
・当初５年間0.3％金利引
下げ
・４タイプのうち１つ以上
を満たすこと→２つ以上
を満たすこと、に変更

（９月）
［Ｓ］平成20年度第２回
（平成20年９月１日～平
成21年３月31日）
・当初５年間0.3％金利引
下げ

（10月）
［Ｓ］経済対策により４タ
イプのうち２つ以上の基
準を満たすこと→１つ以
上、に変更
（１月）
［Ｓ］中古住宅特有の基準
を追加

（４月）
［Ｓ］平成21年４月１日～
平成22年３月31日（この年
度以後「フラット３５Ｓ」は
通年受付に）
・当初10年間0.3％金利引
下げ（平成21年５月１日以
後の資金実行分から適用）
・「機構住みかえ支援ロー
ン」を創設（買取型）

（６月）
・「フラット５０」の取扱開
始（買取型）
・「借換」も「フラット３５
（買取型）」の対象に追加
・経済対策により制度拡充
し、物件価格の10割まで
融資率拡大（買取型）

［Ｓ］「フラット３５Ｓ」に
20年金利引下げタイプを
創設（現在は終了）
（２月）
［Ｓ］「明日の安心と成長の
ための緊急経済対策」によ
り、金利引下げ幅を当初10
年間0.3％→1.0％に拡大
・平成22年２月15日以後
の資金実行分～平成22
年12月30日申込分まで

（９月）
［Ｓ］「新成長戦略実現に
向けた３段構えの経済対
策」により、当初10年 間
1.0％の適用期限を１年延
長

（９月）
・「家賃返済特約付きフ
ラット３５」の取扱開始
（買取型）
［Ｓ］想定を上回る申込に
より、当初10年間1.0％金利
引下げについて、予定より
も３か月前倒し、平成23年
９月30日をもって受付終了
（12月）
［Ｓ］平成23年度第３次補
正予算に基づき、「フラット
３５Ｓエコ」による金利引
下げ幅拡大（平成23年12
月１日以後の資金実行分
～平成24年10月31日申込
分まで）
・省エネルギー性が優れ
た住宅を取得する場合、
当初５年間の金利引下
げ幅を0.3％から1.0％（被
災地以外は0.7％）に拡大
・金利引下げプランの名
称を「フラット３５Ｓエコ
（金利Ａプラン・金利Ｂ
プラン）」と「フラット３５
Ｓベーシック（金利Ａプ
ラン・金利Ｂプラン）」に
変更

（４月）
［Ｓ］「フラット３５」、「フ
ラット３５Ｓベーシック」
の融資率を物件価格の
「10割」から「９割」に引下
げ（買取型）
・金利引下げ期間を「20
年・10年」→「10年・５年」
に短縮

（７月）
・「フラット３５リフォーム
パック」の取扱開始

（10月）
［Ｓ］当初予定どおり、10月
末をもって「フラット35Ｓ
エコ」の受付を終了
・物件価格の「10割」から
「９割」に融資率を引下
げ（買取型）
・金利引下げ期間を「20
年・10年」→「10年・５年」
に短縮

（12月）
［Ｓ］「フラット３５Ｓ（金利
Ａプラン）」の対象に「認定
低炭素住宅」を追加

2003年度
（平成15年度）

フ
ラ
ッ
ト
３
５
の
主
な
変
遷

フ
ラ
ッ
ト
３
５
の
金
利
、
申
請
戸
数
等

新
設
住
宅
着
工
戸
数
等

法
令
・
住
宅
政
策

2004年度
（平成16年度）

2005年度
（平成17年度）

2006年度
（平成18年度）

2007年度
（平成19年度）

2003年度
（平成15年度）

2004年度
（平成16年度）

2005年度
（平成17年度）

2006年度
（平成18年度）

2007年度
（平成19年度）

2008年度
（平成20年度）

2009年度
（平成21年度）

2010年度
（平成22年度）

2011年度
（平成23年度）

2012年度
（平成24年度）

2013年度
（平成25年度）

（４月）
［Ｓ］平成25年４月１日～
平成26年３月31日
・当初10年間0.3％金利引
下げ→フラット３５Ｓ　
（金利Ａプラン）
・当初５年間0.3％引下げ
→フラット３５Ｓ　（金
利Ｂプラン）

（10月）
・「フラット３５」誕生から
10年

（２月）
・融資率を物件価格の「９
割」から「10割」に引上げ
併せて融資率（９割以
下、９割超）に応じた融
資金利設定（買取型）

（11月）
・改正建築士法施行（建築士
の資質・能力の向上等）

（４月）
・改正省エネルギー法施行 
（６月）
・長期優良住宅普及促進法施行
（10月）
・住宅瑕疵担保履行法施行
（12月）
・住宅エコポイント制度導入

（４月）
・改正省エネルギー法完全
施行

（11月）
・復興支援・住宅エコポイン
ト導入

（12月）
・都市の低炭素化の促進に
関する法律施行

（11月）
・改正耐震改修促進法施行
（参考）
・改正消費税法施行（平成26
年４月１日）

４月 ６月 ８月 10月 12月 ２月 ４月 ６月 ８月 10月 12月 ２月 ４月 ６月 ８月 10月 12月 ２月 ４月 ６月 ８月 10月 12月 ２月 ４月 ６月 ８月 10月 12月 ２月 ４月 ６月 ８月 10月 12月 ２月

４月 ６月 ８月 10月 12月 ２月 ４月 ６月 ８月 10月 12月 ２月 ４月 ６月 ８月 10月 12月 ２月 ４月 ６月 ８月 10月 12月 ２月 ４月 ６月 ８月 10月 12月 ２月 ４月 ６月 ８月 10月 12月 ２月

フラット３５
（買取型）
金利（最高）

フラット３５
（買取型）
金利（最低）

フラット35買取申請＋付保申請戸数（月別：左軸）

新設住宅着工戸数（年度計：右軸）

新設住宅着工戸数（月別：左軸）
2005年11月耐震偽装問題

2011年３月東日本大震災

2008年９月
リーマンショック

2009年度新設住宅着工
戸数100万戸を割る

フラット35買取申請＋付保申請戸数（累計：右軸）

フラット35買取申請＋付保申請戸数（年度計：戸）

長期金利

※［Ｓ］＝「フラット３５Ｓ」

2,000,000
1,800,000
1,600,000
1,400,000
1,200,000

800,000
600,000
400,000
200,000

1,000,000

0（戸）
４月 ６月 ８月 10月 12月 ２月４月 ６月 ８月 10月 12月 ２月４月 ６月 ８月 10月 12月 ２月４月 ６月 ８月 10月 12月 ２月４月 ６月 ８月 10月 12月 ２月

４月 ６月 ８月 10月 12月 ２月４月 ６月 ８月 10月 12月 ２月４月 ６月 ８月 10月 12月 ２月４月 ６月 ８月 10月 12月 ２月４月 ６月 ８月 10月 12月 ２月

805
17,173

59,573 59,452 59,418 52,510
81,737

174,968

117,172 97,099
148,925

※2007年10月以降は、返済期間が
　21年以上35年以下の金利
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1,000,000

0（戸）

1,300,000

1,100,000
1,200,000

1,000,000
900,000
800,000
700,000（戸）

25,000

20,000

15,000

10,000

5,000

（戸）0

140,000
120,000
100,000
80,000
60,000
40,000
20,000
（戸）0

4.500％

4.000％

3.500％

3.000％

2.500％

2.000％

1.500％

1.000％

0.500％

0.000％

880,470 920,537 974,137 946,396 952,936
860,828865,909812,164

883,687

2019年度
（令和元年度）

2020年度
（令和２年度）

2021年度
（令和３年度）

2022年度
（令和４年度）

2023年度
（令和５年度）

（４月）
・融資対象費用に建築確認等
に関連する各種申請費用、マ
ンション修繕積立基金（引渡
時一括分）、マンション管理
準備金（引渡時一括分）等を
追加した

（10月）
・住宅の建設費・購入価額に
係る上限（１億円以下）を撤
廃
・「フラット３５地域活性化型」
に「防災対策」、「地方移住支
援」を追加
　→防災対策　 当初５年間
0.25％金利引下げ
　→地方移住支援　当初10年
間0.3％金利引下げ
・フラット５０の融資率上限
を「６割」から「９割」及び融
資額の上限を「6,000万円」か
ら「8,000万円」へ引上げ（買
取型）
・融資率９割超の金利を引下
げ（買取型）

（12月）
・令和２年12月末をもって「フ
ラット３５リフォーム一体
型」の受付を終了

（１月）
・住宅・建築物の省エネルギー
対策を推進するため、フラッ
ト３５Ｓ（金利Ｂプラン）に
ついて、省エネルギー性に係
る基準を見直し
・「フラット３５リノベ」の要件
見直し
　→リフォーム規模要件の導
入、金利Ｂプラン対象工事の
緩和、リフォーム前の性能不
適合確認の廃止

（４月）
・「フラット３５子育て支援
型」、「フラット３５地域活性
化型（地方移住支援を除く）」
を統合し、「フラット３５地域
連携型」に名称変更
・「フラット地域活性化型（地
方移住支援）」は、「フラット３
５地方移住支援型」に名称
変更

（６月）
・政府保証が措置されたグ
リーンボンドの発行を開始

（10月）
・土砂災害特別警戒区域内に
おいて新築住宅の建設又は
購入を行う場合は「フラット
３５Ｓ」の利用対象から除外
・フラット３５地域連携型（地
域活性化）に「地域産材使
用」、「景観形成」を追加

（４月）
・既存住宅市場を活性化する
ため、「フラット３５維持保
全型」の取扱開始
　→当初５年間0.25％金利引
下げ
・「フラット３５地域連携型（子
育て支援）」について、金利引
下げ期間を５年から10年に
拡充

（10月）
・2050年カーボンニュートラ
ルの実現に向けた取組を加
速させるため「フラット３５
Ｓ（ＺＥＨ）」の取扱開始
　→当初５年間0.5％、6～10
年目0.25％金利引下げ
・フラット３５Ｓ、フラット３
５リノベの省エネ技術基準
強化
・金利引下げにおけるポイン
ト制の導入
・長期優良住宅の場合に、借
換融資の最長返済期間を延
長

（４月）
・2025年から実施される省エ
ネ基準義務化に先駆けて、新
築住宅の省エネ技術基準を
要件化
・「フラット３５地域連携型（空
き家対策）」について、金利引
下げ期間を５年から10年に
拡充
・フラット３５地域連携型（地
域活性化）に「グリーン化」を
追加
・「フラット３５Ｓ」及び「フラッ
ト３５維持保全型」の対象か
ら、都市再生特別措置法第
88条第５項に基づく公表の
措置を受けている新築住宅
を除外

（10月）
・「フラット３５」誕生から20
年

（４月）
・改正建築物省エネ法施行
（６月）
・改正建築基準法施行

（10月）
・カーボンニュートラル宣言
（12月）
・国民の命と暮らしを守る安心と
希望のための総合経済対策閣
議決定

（３月）
・住生活基本計画閣議決定

（４月）
・改正マンション管理適正化法施行
・改正都市再生特別措置法施行
（６月）
・改正建築物省エネ法公布
（10月）
・改正長期優良住宅法施行

（６月）
・空家対策特別措置法施行

2014年度
（平成26年度）

2015年度
（平成27年度）

2016年度
（平成28年度）

2017年度
（平成29年度）

2018年度
（平成30年度）

2019年度
（令和元年度）

2020年度
（令和２年度）

2021年度
（令和３年度）

2022年度
（令和４年度）

2023年度
（令和５年度）

2014年度
（平成26年度）

2015年度
（平成27年度）

2016年度
（平成28年度）

2017年度
（平成29年度）

2018年度
（平成30年度）

（４月）
［Ｓ］平成26年４月１日～平成
27年２月８日資金実行分
・当初10年間0.3％金利引下げ
→フラット３５Ｓ（金利Ａプラン）
・ 当初５年間0.3％金利引下げ
→フラット３５Ｓ（金利Ｂプラン）
（７月）
・インターネットサービスで10
万円からの一部繰上返済の
申込受付開始（買取型）

（２月）
「地方への好循環拡大に向け
た緊急経済対策」に基づき、
「フラット３５Ｓ」及び「融資率
9割超の融資（買取型）」の金利
引下げ幅拡大
［Ｓ］平成27年２月９日以後の
資金実行分～平成28年１月
29日申込分まで
・当初10年間0.6％金利引下げ
　→フラット３５Ｓ（金利Ａプラン）
・当初５年間0.6％金利引下げ
　→フラット３５Ｓ（金利Ｂプラン）
・融資率９割超の場合に融資
率９割以下の場合と比べて
上乗せしている金利を引下
げ（+0.44％→＋0.13％）

（４月）
・中古住宅の購入資金とリ
フォーム工事資金を併せた
「フラット３５（リフォーム一
体型）」の取扱開始
・返済期間が異なるフラット
３５を組み合わせて利用可
能な「ダブルフラット」の取扱
開始
・太陽光発電設備から得られ
る売電収入を融資審査対象
年収に加算可能

（１月）
［Ｓ］平成28年１月30日～平成
28年３月31日
・当初10年間0.3％金利引下
げ
　→フラット３５Ｓ（金利Ａプ
ラン）
・当初５年間0.3％金利引下げ
　→フラット３５Ｓ（金利Ｂプ
ラン）

（４月）
［Ｓ］平成28年４月１日～平成
29年３月31日
・当初10年間0.3％金利引下
げ
　→フラット３５Ｓ（金利Ａプ
ラン）
・当初５年間0.3％金利引下げ
　→フラット３５Ｓ（金利Ｂプ
ラン）
・フラット３５Ｓ（金利Ａプラ
ン）の対象に中古住宅に係る
長期優良住宅等を追加

（10月）
・モデル事業として、中古住宅
の購入と併せて性能向上リ
フォームを行う場合、フラット
３５の金利を一定期間引下
げる「フラット３５リノベ」の
取扱開始
→フラット３５リノベ（金利
Ａプラン）
・当初10年間0.6％金利引下
げ
→フラット３５リノベ（金利
Ｂプラン）
・当初５年間0.6％金利引下げ

（４月）
・「ニッポン一億総活躍プラ
ン」、「まち・ひと・しごと創
生基本方針2016」における
地方創生等の推進に向け、
「フラット３５子育て支援
型」、「フラット３５地域活性
化型」の取扱開始
　→当初５年間0.25％金利引
下げ
・長期優良住宅を対象として
「アシューマブルローン（金
利引継特約）」を導入

（10月）
・［Ｓ］金利引下げ幅縮小
　→当初10年間0.3%→0.25％
フラット３５Ｓ（金利Ａプラ
ン）
　→当初10年間0.3%→0.25％
フラット３５Ｓ（金利Ｂプラ
ン）
・団体信用生命保険料につい
て特約料方式から金利組込
方式へ制度変更（買取型）

（４月）
・「フラット３５地域活性化型」
に「空き家活用」を追加
・「フラット３５リノベ」の金利
引下げ幅縮小
　→当初10年間0.6%→0.5％
フラット３５リノベ（金利Ａ
プラン）
　→当初５年間0.6%→0.5％
フラット３５リノベ（金利Ｂ
プラン）
・融資対象費用に仲介手数料、
火災保険料、登記に関する司
法書士報酬・土地家屋調査
士報酬等を追加

（１月）
・グリーンボンドの発行を開
始（買取型）

（３月）
・省エネ住宅ポイント受付開始

（４月）
・改正独法通則法施行（中期目標
管理法人）

・改正宅建業法施行（宅地建物取引士）
（10月）
・マイナンバー法施行
（３月）
・住生活基本計画閣議決定

（４月）
・建築物省エネ法施行
・女性活躍推進法施行
（６月）
・ニッポン一億総活躍プラン閣議決定
・まち・ひと・しごと創生基本方
針2016閣議決定

（６月）
・まち・ひと・しごと創生基本方
針2018閣議決定

フ
ラ
ッ
ト
３
５
の
主
な
変
遷

フ
ラ
ッ
ト
３
５
の
金
利
、
申
請
戸
数
等

新
設
住
宅
着
工
戸
数
等

法
令
・
住
宅
政
策

４月 ６月

４月 ６月 ８月 10月 12月 ２月４月 ６月 ８月 10月 12月 ２月４月 ６月 ８月 10月 12月 ２月４月 ６月 ８月 10月 12月 ２月

４月 ６月 ８月 10月 12月 ２月４月 ６月 ８月 10月 12月 ２月４月 ６月 ８月 10月 12月 ２月４月 ６月 ８月 10月 12月 ２月

４月 ６月 ８月 10月 12月 ２月４月 ６月 ８月 10月 12月 ２月４月 ６月 ８月 10月 12月 ２月４月 ６月 ８月 10月 12月 ２月４月 ６月 ８月 10月 12月 ２月

４月 ６月 ８月 10月 12月 ２月４月 ６月 ８月 10月 12月 ２月４月 ６月 ８月 10月 12月 ２月４月 ６月 ８月 10月 12月 ２月４月 ６月 ８月 10月 12月 ２月

４月 ６月

フラット35買取申請＋付保申請戸数（月別：左軸）

フラット35買取申請＋付保申請戸数（累計：右軸）フラット35買取申請＋付保申請戸数（年度計：戸）

2023年８月現在

新設住宅着工戸数（年度計：右軸）

新設住宅着工戸数（月別：左軸） 2020年１月COVID-19 国内での感染確認

95,796
123,095 144,969

120,984 114,665 121,957 109,713
94,705

67,153

2.43％（4月）

3.09％（7月）

1.73％（7月）

0.465％（7月）

1.75％（4月）

0.616％（4月）

フラット３５
（買取型）
金利（最高）

フラット３５
（買取型）
金利（最低）

長期金利

876,134

1,877,824

1.57％（８月）

0.90％（８月）
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未来につなぐ住宅ストック
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1.000％

0.500％

0.000％

880,470 920,537 974,137 946,396 952,936
860,828865,909812,164

883,687

2019年度
（令和元年度）

2020年度
（令和２年度）

2021年度
（令和３年度）

2022年度
（令和４年度）

2023年度
（令和５年度）

（４月）
・融資対象費用に建築確認等
に関連する各種申請費用、マ
ンション修繕積立基金（引渡
時一括分）、マンション管理
準備金（引渡時一括分）等を
追加した

（10月）
・住宅の建設費・購入価額に
係る上限（１億円以下）を撤
廃
・「フラット３５地域活性化型」
に「防災対策」、「地方移住支
援」を追加
　→防災対策　 当初５年間
0.25％金利引下げ
　→地方移住支援　当初10年
間0.3％金利引下げ
・フラット５０の融資率上限
を「６割」から「９割」及び融
資額の上限を「6,000万円」か
ら「8,000万円」へ引上げ（買
取型）
・融資率９割超の金利を引下
げ（買取型）

（12月）
・令和２年12月末をもって「フ
ラット３５リフォーム一体
型」の受付を終了

（１月）
・住宅・建築物の省エネルギー
対策を推進するため、フラッ
ト３５Ｓ（金利Ｂプラン）に
ついて、省エネルギー性に係
る基準を見直し
・「フラット３５リノベ」の要件
見直し
　→リフォーム規模要件の導
入、金利Ｂプラン対象工事の
緩和、リフォーム前の性能不
適合確認の廃止

（４月）
・「フラット３５子育て支援
型」、「フラット３５地域活性
化型（地方移住支援を除く）」
を統合し、「フラット３５地域
連携型」に名称変更
・「フラット地域活性化型（地
方移住支援）」は、「フラット３
５地方移住支援型」に名称
変更

（６月）
・政府保証が措置されたグ
リーンボンドの発行を開始

（10月）
・土砂災害特別警戒区域内に
おいて新築住宅の建設又は
購入を行う場合は「フラット
３５Ｓ」の利用対象から除外
・フラット３５地域連携型（地
域活性化）に「地域産材使
用」、「景観形成」を追加

（４月）
・既存住宅市場を活性化する
ため、「フラット３５維持保
全型」の取扱開始
　→当初５年間0.25％金利引
下げ
・「フラット３５地域連携型（子
育て支援）」について、金利引
下げ期間を５年から10年に
拡充

（10月）
・2050年カーボンニュートラ
ルの実現に向けた取組を加
速させるため「フラット３５
Ｓ（ＺＥＨ）」の取扱開始
　→当初５年間0.5％、6～10
年目0.25％金利引下げ
・フラット３５Ｓ、フラット３
５リノベの省エネ技術基準
強化
・金利引下げにおけるポイン
ト制の導入
・長期優良住宅の場合に、借
換融資の最長返済期間を延
長

（４月）
・2025年から実施される省エ
ネ基準義務化に先駆けて、新
築住宅の省エネ技術基準を
要件化
・「フラット３５地域連携型（空
き家対策）」について、金利引
下げ期間を５年から10年に
拡充
・フラット３５地域連携型（地
域活性化）に「グリーン化」を
追加
・「フラット３５Ｓ」及び「フラッ
ト３５維持保全型」の対象か
ら、都市再生特別措置法第
88条第５項に基づく公表の
措置を受けている新築住宅
を除外

（10月）
・「フラット３５」誕生から20
年

（４月）
・改正建築物省エネ法施行
（６月）
・改正建築基準法施行

（10月）
・カーボンニュートラル宣言
（12月）
・国民の命と暮らしを守る安心と
希望のための総合経済対策閣
議決定

（３月）
・住生活基本計画閣議決定

（４月）
・改正マンション管理適正化法施行
・改正都市再生特別措置法施行
（６月）
・改正建築物省エネ法公布
（10月）
・改正長期優良住宅法施行

（６月）
・空家対策特別措置法施行

2014年度
（平成26年度）

2015年度
（平成27年度）

2016年度
（平成28年度）

2017年度
（平成29年度）

2018年度
（平成30年度）

2019年度
（令和元年度）

2020年度
（令和２年度）

2021年度
（令和３年度）

2022年度
（令和４年度）

2023年度
（令和５年度）

2014年度
（平成26年度）

2015年度
（平成27年度）

2016年度
（平成28年度）

2017年度
（平成29年度）

2018年度
（平成30年度）

（４月）
［Ｓ］平成26年４月１日～平成
27年２月８日資金実行分
・当初10年間0.3％金利引下げ
→フラット３５Ｓ（金利Ａプラン）
・ 当初５年間0.3％金利引下げ
→フラット３５Ｓ（金利Ｂプラン）
（７月）
・インターネットサービスで10
万円からの一部繰上返済の
申込受付開始（買取型）

（２月）
「地方への好循環拡大に向け
た緊急経済対策」に基づき、
「フラット３５Ｓ」及び「融資率
9割超の融資（買取型）」の金利
引下げ幅拡大
［Ｓ］平成27年２月９日以後の
資金実行分～平成28年１月
29日申込分まで
・当初10年間0.6％金利引下げ
　→フラット３５Ｓ（金利Ａプラン）
・当初５年間0.6％金利引下げ
　→フラット３５Ｓ（金利Ｂプラン）
・融資率９割超の場合に融資
率９割以下の場合と比べて
上乗せしている金利を引下
げ（+0.44％→＋0.13％）

（４月）
・中古住宅の購入資金とリ
フォーム工事資金を併せた
「フラット３５（リフォーム一
体型）」の取扱開始
・返済期間が異なるフラット
３５を組み合わせて利用可
能な「ダブルフラット」の取扱
開始
・太陽光発電設備から得られ
る売電収入を融資審査対象
年収に加算可能

（１月）
［Ｓ］平成28年１月30日～平成
28年３月31日
・当初10年間0.3％金利引下
げ
　→フラット３５Ｓ（金利Ａプ
ラン）
・当初５年間0.3％金利引下げ
　→フラット３５Ｓ（金利Ｂプ
ラン）

（４月）
［Ｓ］平成28年４月１日～平成
29年３月31日
・当初10年間0.3％金利引下
げ
　→フラット３５Ｓ（金利Ａプ
ラン）
・当初５年間0.3％金利引下げ
　→フラット３５Ｓ（金利Ｂプ
ラン）
・フラット３５Ｓ（金利Ａプラ
ン）の対象に中古住宅に係る
長期優良住宅等を追加

（10月）
・モデル事業として、中古住宅
の購入と併せて性能向上リ
フォームを行う場合、フラット
３５の金利を一定期間引下
げる「フラット３５リノベ」の
取扱開始
→フラット３５リノベ（金利
Ａプラン）
・当初10年間0.6％金利引下
げ
→フラット３５リノベ（金利
Ｂプラン）
・当初５年間0.6％金利引下げ

（４月）
・「ニッポン一億総活躍プラ
ン」、「まち・ひと・しごと創
生基本方針2016」における
地方創生等の推進に向け、
「フラット３５子育て支援
型」、「フラット３５地域活性
化型」の取扱開始
　→当初５年間0.25％金利引
下げ
・長期優良住宅を対象として
「アシューマブルローン（金
利引継特約）」を導入

（10月）
・［Ｓ］金利引下げ幅縮小
　→当初10年間0.3%→0.25％
フラット３５Ｓ（金利Ａプラ
ン）
　→当初10年間0.3%→0.25％
フラット３５Ｓ（金利Ｂプラ
ン）
・団体信用生命保険料につい
て特約料方式から金利組込
方式へ制度変更（買取型）

（４月）
・「フラット３５地域活性化型」
に「空き家活用」を追加
・「フラット３５リノベ」の金利
引下げ幅縮小
　→当初10年間0.6%→0.5％
フラット３５リノベ（金利Ａ
プラン）
　→当初５年間0.6%→0.5％
フラット３５リノベ（金利Ｂ
プラン）
・融資対象費用に仲介手数料、
火災保険料、登記に関する司
法書士報酬・土地家屋調査
士報酬等を追加

（１月）
・グリーンボンドの発行を開
始（買取型）

（３月）
・省エネ住宅ポイント受付開始

（４月）
・改正独法通則法施行（中期目標
管理法人）

・改正宅建業法施行（宅地建物取引士）
（10月）
・マイナンバー法施行
（３月）
・住生活基本計画閣議決定

（４月）
・建築物省エネ法施行
・女性活躍推進法施行
（６月）
・ニッポン一億総活躍プラン閣議決定
・まち・ひと・しごと創生基本方
針2016閣議決定

（６月）
・まち・ひと・しごと創生基本方
針2018閣議決定
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４月 ６月

４月 ６月 ８月 10月 12月 ２月４月 ６月 ８月 10月 12月 ２月４月 ６月 ８月 10月 12月 ２月４月 ６月 ８月 10月 12月 ２月

４月 ６月 ８月 10月 12月 ２月４月 ６月 ８月 10月 12月 ２月４月 ６月 ８月 10月 12月 ２月４月 ６月 ８月 10月 12月 ２月

４月 ６月 ８月 10月 12月 ２月４月 ６月 ８月 10月 12月 ２月４月 ６月 ８月 10月 12月 ２月４月 ６月 ８月 10月 12月 ２月４月 ６月 ８月 10月 12月 ２月

４月 ６月 ８月 10月 12月 ２月４月 ６月 ８月 10月 12月 ２月４月 ６月 ８月 10月 12月 ２月４月 ６月 ８月 10月 12月 ２月４月 ６月 ８月 10月 12月 ２月

４月 ６月

フラット35買取申請＋付保申請戸数（月別：左軸）

フラット35買取申請＋付保申請戸数（累計：右軸）フラット35買取申請＋付保申請戸数（年度計：戸）

2023年８月現在

新設住宅着工戸数（年度計：右軸）

新設住宅着工戸数（月別：左軸） 2020年１月COVID-19 国内での感染確認

95,796
123,095 144,969

120,984 114,665 121,957 109,713
94,705

67,153

2.43％（4月）

3.09％（7月）

1.73％（7月）

0.465％（7月）

1.75％（4月）

0.616％（4月）

フラット３５
（買取型）
金利（最高）

フラット３５
（買取型）
金利（最低）

長期金利

876,134

1,877,824

1.57％（８月）

0.90％（８月）
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